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第１ 趣旨 

水源地域や渓流域、急傾斜地等で、森林所有者等による持続的な森林経営を通じた整備が困難な森

林について、公的関与の高い森林整備を推進することによって、森林が有する水源かん養機能や水質

浄化機能、土砂流出防止機能、生物多様性保全機能などの公益的機能の維持・向上・回復を図る。 

 環境保全林整備事業費補助金の事務の取扱については、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜

県規則第８号。以下「規則」という。）、清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付要綱（平成２

４年３月２３日付け環政第７３１号環境生活部長、林第７５６号林政部長通知。以下「要綱」という。）、

岐阜県林政部所管補助金等確認要領（平成１８年４月１日付け林第６５号林政部長通知。以下「確認

要領」という。）、岐阜県森林整備事業検査要領（平成１３年４月２日森第２号農山村整備局長通知。

以下「検査要領」という。）、及び岐阜県森林整備事業実施要領の運用等について（平成２１年４月１

７日森第１０５号林政部長通知。以下「森林整備運用通知」という。）に定めるもののほか、この要

領に定めるところによる。 

 

第２ 事業内容等 

 事業の内容は、要綱第２条別表第１に定めるもののほか、次のとおりとする。 

（１）対象森林 

対象森林は、次の①から④までに掲げる全てを満たす森林及びこれらの森林と併せて一体的に整

備することが必要な森林とする。 

① 市町村森林整備計画において、「環境保全林」に区分された森林又は区分される予定の森林

で、次のいずれかに該当すること。 

（ア）飲用水や農業用水等の水源として重要な森林 

（イ）渓流に面した森林 

（ウ）山地災害等を防止するうえで重要な森林 



（エ）木材生産をするうえで立地条件が不利な森林 

② １８齢級以下の人工林 

③ １施行地の面積が０．１ha 以上の森林 

④ 第５の規定に基づき事業の実施及び対象森林の管理方法に関する協定が締結された森林 

（２）事業内容 

事業の内容は、次のとおりとする。 

事業種 内       容 

除 伐 ５齢級以下の林分において行う不用木の除去、不良木の淘汰 

間 伐 １２齢級以下（森林整備運用通知別表の基準を上回る森林又は収量比数が概ね

100 分の 95 以上の森林は１８齢級以下）の林分で行う不用木の除去、不良木

の淘汰 

（不良木淘汰等の伐採率は、本数率で３０％以上とすること。ただし、風雪

害の発生の恐れがあるなど、３０％以上の伐採が適切でない場合を除く。） 

更新伐 １８齢級以下の林分で行う不用木の除去、不良木の淘汰、支障木やあばれ木等

の伐倒 

（不良木淘汰等の伐採率は、本数率で３０％以上５０％以下とすること。） 

（伐採の方法は、単木伐採、帯状伐採と群状伐採（残存木の間隔が主伐木の平

均樹高の２倍まで） 
国土強靭化間伐 概ね１０年間間伐履歴がない渓畔林（渓流を含む小班）で１３齢級以上１８齢

級以下（収量比数が 100 分の 80 以上の森林）の林分で行う不用木の除去、不

良木の淘汰 

（不良木淘汰等の伐採率は、本数率で３０％以上とすること。ただし、風雪

害の発生の恐れがあるなど、３０％以上の伐採が適切でない場合を除く。） 

関連条件整備 概ね１０年間間伐履歴がない森林または過去に地籍調査、各種森林境界明確化

事業を行っていない森林における森林所有者の特定、同意の取り付け等 

（地籍調査、各種森林境界明確化事業を行ったが、成果が完成前のため、森林

所有者の特定を一から行わなければならない場合は対象とすることができ

る。） 

（公有林や公社分収林を除く。） 

（３）補助金額 

   環境保全林整備事業（以下「整備事業」という。）における補助金額は、県が定めた事業種ごと

の単価に間接費率と実施面積を乗じて算出した額（以下「標準事業費」という。）とする。ただ

し、次の場合については、標準事業費を超えない範囲で、実際に要した額とする。 

① ボランティア活動等により通常の労賃水準を著しく下回る報酬により行われた場合 

② 市町村が請負に付して実行した場合（ただし、定額と比較して安価な場合） 

③ 現地の条件や施業の内容等がこれにより難い場合 

      関連条件整備における補助金額は、県が定めた単価に整備事業の実施面積を乗じて算出した額

とし、整備事業の補助金額に加算する。 

 

第３ 事業計画書の提出 

 事業主体の長は、当該補助金を受けようとする箇所の事業計画書（別記第１号様式）を取りまとめ、

農林事務所長（以下「所長」という。）に提出するものとし、所長は、管内市町村の事業計画書をと

りまとめ、市町村長に第２の（１）の①（市町村森林整備計画における森林配置計画の将来目標区分）

について確認し、部長に提出する。 

 



第４ 事業量の決定 

１ 部長は、第３に基づき提出された事業計画書を審査し、予算の範囲内において農林事務所ごとの事

業量を決定し、所長に通知する。 

２ 所長は、第３に基づき提出された事業計画書を審査し、前項の決定通知を受けた額の範囲内におい

て事業主体ごとの事業量を決定し、事業主体及び市町村長に通知する。 

 

第５ 協定の締結 

 事業主体の長は、市町村長及び森林所有者と事業の実施及び対象森林の管理等に関する協定を締結

する。 

 

第６ 補助金の交付申請 

１ 事業主体の長は、規則第４条及び要綱第４条の規定による補助金交付申請書（要綱第１号様式）を

作成し、次の書類を添付して所長（市町村による間接補助事業の場合は市町村長）に提出する。 

① 事業計画書（別記第２号様式） 

② 収支予算書（要綱第２号様式）（実行経費により事業費を算出する場合） 

③ 交付申請の実施箇所が、市町村森林整備計画において環境保全林に区分された森林の場合は

市町村森林整備計画書の写し、区分される予定の森林の場合は、これを市町村長が証する書

類 

２ 市町村による間接補助事業を実施する場合で、事業主体の長から補助金交付申請書の提出を受けた

市町村長は、前項の規定に準じて補助金交付申請書を作成し、関係書類を添付して所長に提出する。 

 

第７ 補助金の交付決定 

１ 所長は、補助金交付申請書の提出があった場合は、内容を審査のうえ、規則第５条に基づき、速や

かに補助金の交付を決定し、規則第６条及び要綱第５条に規定する条件のほか次に掲げる条件を付し

て、書面（別記第３号様式）により補助金交付申請者に通知する。 

① 補助金交付の翌年から起算して 10年以内に、事業対象地を森林以外の用途へ転用する場合、

又は補助事業施行地上の立木竹の全面伐採除去を行う行為をしようとする場合は、県に届け

出るとともに、当該転用等に係る補助金相当額を返還しなければならないこと。ただし、公

用、公共等やむを得ない事由による場合は、補助金相当額の返還の減免につき、知事に協議

することができる。 

２ 市町村による間接補助事業を実施する場合で、所長からの交付決定通知を受けた市町村長は、市町

村の定める補助金交付規則等に基づき補助金の交付を決定し、前項に準じた条件を付して通知する。 

 

第８ 補助金の交付決定前着手届 

１  事業の着手は、原則として交付決定に基づき行うものとするが、やむを得ない理由により交付決定

前に着手する必要がある場合には、事業主体の長は、あらかじめその旨を具体的に明記した交付決定

前着手届（別記第４号様式）を所長（間接補助事業の場合は市町村長）に提出する。 

２ 事業主体の長から交付決定前着手届の提出を受けた市町村長は、前項の規定に準じて交付決定前着

手届を所長に提出する。 

 



第９ 事業地の施行管理 

１  事業主体の長は、森林整備運用通知第１の３から４に基づき施行管理を行うものとする。 

２ 事業主体の長は、環境保全林整備事業モニタリング調査実施要領により、事業実施前及び事業実施

後の森林の状況調査を行うものとする。 

 

第１０ 事業計画の変更等 

事業主体の長は、交付決定通知受理後において、事情の変化等により規則第６条及び要綱第５条第

３項に規定する重要な変更の必要が生じた場合には、要綱第５条第３項に定める様式及び変更計画書

を作成し、説明資料を付して所長と協議し、その承認を受ける。 

上記に該当しない変更の場合は、計画書を作成し、説明資料を付して所長へ報告し、所長はその内

容に応じて事業主体に必要な指示を行う。 

 

第１１ 補助金の概算払及び前金払 

 事業主体の長は補助金の概算払又は前金払を受けようとするときは、概算払・前金払請求書（県要

綱別記第 12 号様式）に施行箇所別概算払・前金払内訳表（別記第５号様式）を添えて所長に提出す

るものとする。 

 

第１２ 実績報告 

１ 事業主体の長は、規則第１３条及び要綱第８条の規定による実績報告書（要綱第６号様式）を作成

し、次の書類を添付して所長（市町村による間接補助事業の場合は市町村長）に提出する。 

① 収支決算書（要綱第８号様式）（実行経費により事業費を算出する場合） 

② 事業実績書（別記第２号様式、別記第２号様式付表） 

③ 施業図及び箇所位置図（別記第６号様式、別記第７号様式） 

④ 全施行地の事業実施状況写真 

⑤ 市町村及び森林所有者との協定書の写し 

⑥ 実行経費算出表及び基礎資料（実行経費により事業費を算出する場合） 

⑦ 社会保険等の加入実態調査表（定額の場合） 

２ 実績報告書の提出を受けた市町村長は、第１３の１に準じて検査等を行い、前項の規定に準じて実

績報告書を作成のうえ所長に提出する。 

 

第１３ 確認 

１ 第１２第１項による実績報告書の提出を受けた所長は、検査要領及び定額補助方式の森林整備関係

事業における実行経費算出の手引きにより確認を行う。ただし、第２（２）事業内容の環境保全林整

備事業については、検査要領第２条第３項の規定は適用しない。 

２ 前項において、検査箇所の抽出については、事業種に関わらず検査要領第３条第４項１号を適用す

る。ただし、検査要領第３条第５項の規定は適用しない。 

３ 第１２第２項による実績報告書の提出を受けた所長は、確認要領により確認を行う。 

４ 所長は、確認の結果、事業内容が適正であると認めたときは、補助金の額を確定し、別記第８号様

式により事業主体の長に通知する。 

 



第１４ 部分完了の現地検査について 

 事業主体の長が申請した複数の施行地の一部の施工地が完了し、事業主体の長から部分完了届（別

記第９号様式）の提出があった場合、所長は当該施行地の現地検査を実施することができる。なお、

部分完了届により現地検査を実施した場合における残施行地の中で検査要領の規定により新たな箇

所を抽出のうえ現地検査を行うものとする。 

 

第１５ 事業実績報告書 

  所長は年度事業が完了したときは、補助事業の完了の日から起算して２０日を経過した日又は翌年

度の４月２５日のいずれか早い日までに成果報告書（別記第１０号様式）を部長に提出する。 

 

第１６ 進捗状況報告 

１ 事業実施主体は、所長から進捗状況等の報告を求められた場合には、求められた内容を速やかに報

告しなければならない。 

２ 所長は、部長から進捗状況等の報告を求められた場合には、速やかに報告しなければならない。 

 

 附  則 

 この要領は、平成２４年度事業から適用する。 

 この要領は、平成２５年度事業から適用する。 

 この要領は、平成２６年度事業から適用する。 

 この要領は、平成２７年度事業から適用する。 

この要領は、平成２８年度事業から適用する。 

この要領は、平成２９年度事業から適用する。 

この要領は、平成３０年度事業から適用する。 

この要領は、令和元年度事業から適用する。 

この要領は、令和２年度事業から適用する。 

この要領は、令和３年度事業から適用する。 

 



参考様式（第５関係） 

環境保全林整備事業の実施に関する協定書 

 

（協定の目的） 

第１条 環境保全林整備事業の対象となる森林の所有者○○○（以下「甲」という。）、事業主体の長

である○○○○（以下「乙」という。）及び○○市（町村）長（以下「丙」という。）は、第３条に

掲げる森林の水源かん養機能や水質浄化機能、土砂流出防止機能、生物多様性保全機能などの公益的

機能の維持・向上・回復を目的に、この協定を締結する。 

（協定の期間） 

第２条  この協定の期間は、    年 月 日から 年 月 日までとする。（１０年以上） 

２  この協定の目的の達成のため、特に必要のある場合には、甲乙協議の上、この協定を更新すること

ができるものとする。 

（協定の対象とする森林） 

第３条  協定の対象となる森林（以下、「対象森林」という。）の所在およびその面積等は、次のとお

りとする。 

森林の所在地 樹種 林齢 面積 

(ha) 

備  考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（整備の内容） 

第４条  乙は、森林の持つ多面的機能の発揮を図るため、次により対象森林の整備を行う。 

（１） 内容 ：（除間伐の場合）不用木の除去、不良木の淘汰 

（更新伐の場合）不用木の除去、不良木の淘汰、支障木やあばれ木等の伐倒 

（２）伐採率：不良木の淘汰を実施する場合は、本数率で３０％以上とする。 

（風雪害等の恐れがある地域、冠雪害ハザードマップに記載されている地域、法令により

３０％以上の伐採ができない森林を除く） 

更新伐を実施する場合は、本数率で３０％以上５０％以下とする。 

伐採の方法は、単木伐採、帯状伐採と群状伐採とする。（残存木の間隔が主伐木の平均

樹高の２倍まで） 

（費用の負担等） 

第５条 前条の整備に要する費用は、乙が負担する。 

（当事者の義務） 

第６条  甲及び乙は、それぞれ次の各号に定める義務を負い、誠実に履行するものとする。 

（１）甲の義務 

ア 事業の実施に協力し、その施行に支障を及ぼす一切の行為をしないこと。 

イ  対象森林の境界および所有権等の権利に関し、第三者から異議申立があった場合は、その処理



解決にあたること。 

ウ ○○市（町村）森林整備計画に規定された森林整備の方法に関する事項を遵守すること。 

エ  事業の完了年度の翌年度から起算して１０年以内に、対象森林を森林以外の用途へ転用しない

こと及び立木竹の全面伐採除去を行わないこと。 

オ やむを得ず上記エの行為を行う必要が生じた場合は、あらかじめ乙にその旨を届けるととも

に、事業に要した費用相当額を乙に支払うこと。 

カ  甲がこの義務に違反した場合または甲の都合によりこの協定を破棄した場合は、第４条第１項

の整備のための費用相当額を乙に支払うこと。 

（２）乙の義務 

ア  事業計画の作成にあたっては、甲にその内容を示し承諾を得ること。 

イ  第４条第１項の整備を実施し、その結果を甲に報告すること。 

ウ 更新伐を実施した翌年度から２年経過して更新が図られていない場合は、原則、植栽により更

新をすること。 

（災害等による損害） 

第７条 第４条第１項の整備の実施中および実施後に、火災、天災その他乙の責に帰し得ない事由によ

り、対象森林に生じた損害および第三者に生じた損害については、乙はその責任を負わない。 

２ 第４条第１項の整備により、対象森林の林相が著しく変化したり、または立木その他に損害が生じ

た場合であっても、乙はその責任を負わない。 

（協定の継承等） 

第８条  協定の期間中に対象森林を所有権移転、または貸借する場合には、甲は、所有権を取得した者

または貸借した者に対しこの協定の継承を行うものとする。 

（特別な事情による協定の失効） 

第９条 次の各号に掲げる場合においては、この協定の全部または一部についてその効力を失う。 

（１）対象森林の全部もしくは一部が公用、公共用もしくは公益事業の用に供されるとき。 

（２）火災、天災その他当事者の責に帰さない事由により、対象森林の全部もしくは一部が滅失したと

き。 

（疑義の決定） 

第１０条  この協定に関し疑義があるとき又はこの協定に定めがない事項については、甲、乙及び丙が

協議のうえ定めるものとする。 

 

 

 

          年  月  日 

甲  森林所有者   住所   氏名 

 

乙  事業主体   住所      事業主体の長 

 

丙 市(町村)長  住所      市（町村）長 



参考様式（第６関係） 

 

第    号  

年  月  日  

 

 

        様 

 

 

○○市（町村）長       

 

 

森林配置計画の将来目標区分の指定について 

 

     年度清流の国ぎふ森林・環境基金事業補助金交付申請書の提出にあたり、下記の森林が○○

市（町村）森林整備計画において「環境保全林」に区分される予定であることを証します。 

 

記 

 

森林の場所 

 ○○市○○字○○ △．△△ｈａ ほか  ○○箇所 △．△△ｈａ 

  （別紙「    年度環境保全林整備事業計画書」のとおり） 

 

環境保全林に区分される予定時期 

   ○年○月 


